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１．はじめに 

旧道路関係 4 公団は平成 17 年に民営化され，道路

会社として高速道路を管理運営している．民営化の

前提として，道路会社は民営化から 45 年以内に債務

を完済すること，管理する施設を適切な管理水準に

維持すること，が義務付けられている．そのために

は，債務の返済を考慮した維持管理計画を策定し，

その計画を確実に実行しなければならない．このよ

うな状況で維持管理の実効性を高めるためには，①

適切に管理水準を維持し，かつ確実債務を返済でき

る維持管理計画の策定，②計画を実行・評価・改善

するための業務プロセスシステムの構築，が重要な

課題となる． 

①の課題については，2 つの要素が考えられる．1

つめは，劣化した部位を補修して，健全な状態に回

復させる取組みである．筆者らは合理的な維持管理

を支援するための阪神高速道路橋梁マネジメントシ

ステム（以下，H-BMS：Hanshin expressway Bridge 

Management System）を構築し，運用している 1),2)．こ

のH-BMS は，目視点検履歴から劣化曲線を統計的に

推計し，それに基づいた将来の維持管理費用を推計

する．2 つめは，部材の改良などによって，管理水準

の底上げを図る取組みである．例えば，昭和 39 年以

前の道路橋示方書に準拠した橋梁の RC 床版に対す

る鋼板補強があげられる．この取組みは，1 つめにあ

げた取組みとは違い，全社的な課題として集中的に

対応することで，管理水準の底上げが可能になる． 

次に②の課題については，筆者らはH-BMS の開発

と並行して，アセットマネジメントの政策評価を持

続的に実施するために維持管理ロジックモデル 3)を開

発し，PDCA サイクルに従い適切に評価・検証を行って

いる．ロジックモデルは阪神高速道路の維持管理全般を

体系的に表したものであり，日常的な維持管理だけでな

く，本体構造物の補修を含む総合的な内容になっている． 

一方で，これらは目視点検データを中心とした方法論

で構築されており，目視点検に基づくアセットマネジメ

ントにおいては，①常時監視による損傷・劣化の早期検

知，②力学的性能の定量的評価に基づく安全・安心の確

保といった実務的要請の極めて高いニーズに対しては，

目視点検の限界が指摘されており，アセットマネジメン

トの高度化のためには，その中にモニタリング技術をい

かに組み入れていくかを検討すべき段階に達していると

言える．そこで，本研究では具体的なツールとして IC

タグや無線通信の活用を想定したセンサーネットワーク

構想を提案するとともに，高速道路における鋼床版の疲

労亀裂に関連する動的ひずみ挙動をモニタリングのター

ゲットとし，路車間通信の実証実験を行うものある。具

体的には，IC タグを活用した無線モニタリングシステ

ムを高速道路上に構築し，モニタリングデータを高速道

路上を巡回中の点検車両から回収するとともに，その結

果に基づき，社会基盤施設マネジメントのためのモニタ

リングの可能性および実用性を評価するとともに，損

傷・劣化を早期検知するためのスキーム作りを目指すも

のである．このように，計測データを蓄積している現場

基地局（固定局）から，走行する点検車両（移動局）へ

の無線データ通信をこれ以降，路車間無線通信モニタリ

ングと呼ぶ． 

 

２．路車間無線通信モニタリングの概要 

 

都市高速道路において，安心・安全を確保するための

モニタリング対象としては，橋梁本体はもちろんのこと，

照明柱などの道路付帯施設など多岐にわたる．モニタリ

ングの実用化に際しては，路線上に分散的に位置するこ

れらの多用な施設からモニタリングデータを継続的かつ

効率的に回収する必要がある．これらの分散配置された

各現場基地局からのデータ回収経路を有線ネットワーク

で構築すると，ネットワーク構造が直列システムを形成

することになる．直列システムは，事故・災害などの突
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発的な事象が発生したときに 1 箇所でもケーブルが破断

すると，ネットワーク全体が機能しなくなるという欠点

がある．もちろん，必要に応じて並列システムを組み入

れることは可能であるが，複雑な回収経路を整備するに

は必然的に膨大な費用が発生する．このような現状に対

して無線通信技術の飛躍的な発展を勘案すると，分散的

モニタリングへの展開を見据えた安価で効率的なデータ

回収手法の構築が可能であると考えられる．特に都市高

速道路に着目した場合，落下物や路面状況の監視などを

行う日常点検車両が日々路線内を巡回している． 

本研究では，このような点検車両の利用を視野に入れ，

これまでの日常点検の効率性を損なうことなく，継続的，

効率的にモニタリングデータを回収するシステムの構築

を目指しているために，より大容量のデータ通信が可能

となる表-1 に示す 5 つのタイプを用いた路車間無線通

信システムのプロトタイプの開発を試みる．ここで，対

象とする無線通信システムの主な問題点としては，

2.4GHz帯を用いることに起因する電波干渉の影響があ 

げられ，実フィールドにおいて確認する必要がある．ま

た，路車間無線通信においては，車両の走行速度により

通信時間が変動するために，通信可能なデータ容量が変

化する．さらに，実用化に際しては，営業中の高速道路

におけるモニタリング計測との連動を想定しているため

に，データ送信アンテナ設置位置の制約，基地局と移動

局の間を大型車などが混入することよる通信の一時遮断

などが考えられる．これらの要因が走行中に取得可能な

データ容量の変動に及ぼす影響を明らかにするために，

本研究では，実際の高速道路における鋼床版のひずみモ

ニタリング計測と連動し，実橋において，モニタリング

データの回収性能に関する実証試験を実施するとともに，

実際にモニタリングした時系列波形，あるいは時系列波

形に基づき算出した分析結果が走行車両で回収可能であ

ることを確認する．なお，本稿ではアクティブ RFID タ

グを用いた路車間無線通信モニタリングシステムを一例

として取り上げることとする． 

 

３. 実橋梁における路車間無線通信試験 

 

（１）プロトタイプの試作 

本研究では将来的な大容量データ通信を見据えて，ア 

 

クティブ RFID タグを用いた路車間無線通信システムの

プロトタイプの開発を試みる．具体的には，①ひずみゲ

ージから出力される動的ひずみデータ（アナログ電圧信

号）のサンプリング機能，②アナログデータをデジタル

に変換する AD 変換機能，③データ収録機能，④送信要

求に対するデータ送信機能の 4 つを集約し，1 つの

RFID タグに搭載した．また，受信側（車両側移動局）

も通常の USB メモリカードと同等サイズのデバイスを

用意し，USB ケーブルでノート PC に接続し，デバイス

が PC にインストールされたソフトウェアによって受信

処理が行われる． 

 

（２）フィールド試験概要 

高速道路にて，モニタリング計測した時系列波形（具

体的にはひずみデータ），およびその分析結果（頻度分

布）を路車間無線通信にて回収する試験を実施した．対

象橋梁および橋梁側（固定局）の IC タグ設置地点の概

要を図-1 に示す．無線設置は，路車間無線通信の適用

可能性を考慮し，道路線形，遮音壁，非常駐車帯の有無

など，無線通信環境が厳しい地点を選定した．具体的に

は，橋梁側（固定局）のアンテナ設置地点は，見通しの

利きにくい曲線部の内側の非常駐車帯としている．また，

当該地点にはアルミニウム製の遮音壁（路面高さが 3m

程度）が両側に設置してあり，送信電波を反射すること

が予測される．設置地点を含む当該路線は，港湾施設に

隣接しているために，大型車交通量が非常に多く，鋼床

版の疲労き裂の発生が危惧されている．これに伴い，試

験対象とした橋梁では，実働荷重下における鋼床版の負

荷状況を把握する目的で，実際の交通荷重作用下におけ

る鋼床版のひずみ値をモニタリング計測している．計測

するひずみ値は，ひずみゲージから IC タグの内部にあ

るAD変換部を介して，サンプリング周波数1Hzにて直

接タグのメモリにリアルタイムで収録される．これら一

連の作業は IC タグの内部計測ソフトウェアによって自

動的に実施される．ここでは，本システムの長期間にお

ける動的ひずみデータのモニタリングの有効性を確認す

るという目的で，平日の夕方 5 時頃から翌朝 6 時頃まで

のひずみ値を自動的に計測し，IC タグに収録した後，

翌日の午前から午後までの間に路車間無線通信試験を実

施した．なお，72時間のひずみ値のモニタリング計測 

 

項目 ①RFIDタグ 

（パッシブ） 

②RFIDタグ 

（アクティブ） 

③無線LANカ－ド ④3Gデ－タ通信 

カ－ド 

⑤SS無線通信 

モジュ－ル 

概要 IC タグによる移動局

PCとのデ－タ送受信 

IC タグによる移動局

PCとのデ－タ送受信 

無線 LAN カ－ドによ

る移動局 PC とのデ－

タ送受信 

3G デ－タ通信カ－

ドによるインタ－ネ

ット上の遠隔地 DB

サ－バへの転送 

無線通信アンテナに

よる移動局 PC との

デ－タ送受信 

周波数 953MHz 2.4GHz 2.4GHz 1.7GHz 2.4GHz 

伝送速度 40kbps(タグ→R/W) 250kbps 11Mbps 5.8Mbps 11Mbps 

電源 不要(PCは必要) 必要 必要 必要 必要 

外形(mm) 51(W)×64(D)×11(H) 100(W)×50(D)×30(H) 19(W)×55.5(D)×81(H) 28(W)×92(D)×10(H) 120(W)×60(D)×24(H) 

表-1 路車関無線モニタリンググシステムの概要 

 



 

 

 

 

 

は別途実施されている．このように IC タグ（基地局）

に収録されたモニタリングデータ（タグの内部メモリデ

ータとして）は，タグの内部通信制御ソフトウェアで読

み込まれ，車両側（移動局）からの転送命令待ちの状態

となる．また，IC タグは，路面から 1m 程度の高さに設

置した（データを回収する車の車窓中心とほぼ同じ高

さ）．設置状況を図-2に示す． 

この状態で，車両側（移動局）が通信範囲内に進入す

ることにより，橋梁側（基地局）から無線通信により車

両側へデータの送信が行われる．これらの一連の計測，

および通信システムの概要を図-3に示す． 

 

（３）車両の走行速度と通信データの容量 

車両走行速度とデータ量との関係を図-4 に示す．計測

されたひずみデータは橋上から送信される．路車間通信

によりデータ回収を行う車両は，図-1 の下り線側の走行

車線を走行した．試験に際しては，車両速度を 40～

80km/時まで 10km/時刻みで変更させた．各速度におい

て 1 回，50km/時のみ 2 回の走行試験を実施したので，

合計 6 回の路車間無線モニタリングによる通信試験を実

施することができた．車両走行速度と路車間無線通信に

より取得したデータ量の関係を図-4 に示す．速度と取得

データ容量の間に逆相関の関係を見て取ることができる．

また，車両走行速度は最大 80km/h の時にでも通信デー

タ量は約 5kbytes という結果を得た．これは，例えばサ

ンプリング周波数 100Hz の 1ch 分のモニタリングデータ

に換算すると，数秒間のデータに相当する．したがって，

現状の路車間無線モニタリングでは固定局側で蓄積され

た長時間の時系列波形を取得することは困難である．し

かし，実務上，このような生波形を継続的に取得する必

要性は尐なく，生波形に対して何らかの信号処理を施し

た結果（1 次分析データ）を送受信できれば十分である

と考えられる（1 次分析データに異常が確認された場合

に車両を停車させて生波形を回収することが現実的であ

る）．そこで，本研究では計測したひずみデータの 1 次

分析データとして，頻度分布を算出した．今回の場合，

ひずみ振幅を 100 のクラスに分類し，各クラスの頻度を

レインフロー法によりカウントしたが，データ容量は約

300kbytes 程度であった．実際の頻度分布データの回収で

は，いずれの走行速度においても，無線通信に伴うノイ

ズや欠損のない良好な結果が得られた． 
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図-1 橋梁側アンテナ設置地点の概要 

 

図-2 橋梁側の設置状況 

 

図-3 計測および通信システムの概要 
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図-4 車両走行速度と取得データ量との関係 



４．実用化に向けた課題 

 

フィールド試験の結果から，本システムを用いること

で，モニタリング計測の分析結果を走行車両で回収でき

ることを示したが，実用化に際しては，ハードウェア，

ソフトウェアの両面でいくつかの課題が存在することも

事実である． 

ハードウェアにおいては，まず計測，分析，通信を同

一のセンサー内で実施する機器の開発があげられる．本

試験では試験中における操作性に配慮して，ノート PC

を用いているが，計測対象と取得したいデータが決定し

ていれば，センサー，記憶メモリ，計測結果の分析ソフ

ト，通信制御ソフトを同一のパッケージ内に収納し，ス

マート化することが可能である．また，本システムでは

都市高速道路での使用を想定しているために，ケーブル

による電源供給を前提としている．しかしながら，地震

などの非常時においては，断線などの影響により電源供

給が困難になる可能性が十分想定されることから，事

故・災害時での稼働を視野に入れた非常時用バッテリー

を内蔵することが必要であると考えられる．さらに，耐

久性については，耐風雨用の外装を別途検討する必要が

ある． 

一方，ソフトウェアにおける主な課題として，回収可

能なデータ容量に応じたマネジメント戦略，橋梁とモニ

タリング機器のそれぞれについての異常検出アルゴリズ

ム，目視点検によるベンチマーク評価と連動したモニタ

リング導入区間の設定などがあげられる． 

回収可能なデータ量は走行車両の速度と逆相関の関係

を有するために，回収効率と獲得可能なモニタリングデ

ータ量の間にはトレードオフの関係が存在し，この関係

を前提としたデータ回収戦略を検討する必要がある．一

例として以下の 2 段階のモニタリングデータ回収戦略が

考えられる．通常時に走行車両から回収するデータは，

各橋梁の識別 ID，計測生波形を解析した結果，あるいは

異常判定結果のみとする．正常であればそのまま巡回す

るが，異常であった場合，近くに停車してより詳細な計

測生波形，もしくはそれに準じるデータを固定局から送

信させる．このような戦略については，スマートセンサ

ーに内蔵する CPU 設計時点で想定しておく必要がある． 

また，橋梁の劣化などを長期にわたって計測する際に

は異常検出アルゴリズムを開発する必要がある．計測デ

ータは客観的かつ常時計測であることから，気温，日光

量，交通量など，各種要因の影響を受け変動する．これ

らの変動の中から橋梁の性能に関する変動のみを抽出し，

モニターする必要があるとともに，その変動が許容範囲

内であるかどうかを判定する必要がある． 

最後に実用化への可否を検討するためには，維持管理

へのモニタリングシステム導入の有意性を評価するため

の方法論を整備しなければならない．すなわち，目視点

検をモニタリングの一種と考えると，本研究の路車間無

線モニタリングは目視点検との相互補完的な位置づけを

出発点としているが，モニタリングシステムを導入する

ことに対するインセンティブをいかにして確保するか，

という問題である．近年，H-BMS
1), 2)に代表される大規

模アセットマネジメントシステムなどが，実際に運用さ

れている．これらの目視点検結果をベースとしたベンチ

マーク評価により，異質性が高い橋梁を対象とし，橋梁

の維持管理上のリスクをモニタリングシステムによりヘ

ッジすることで，例えば通常の目視点検の間隔を延伸す

るか否かの戦略を検討することができる．この際に，モ

ニタリングシステムの導入・管理費用と，点検間隔を延

伸することにより削減される費用の多寡を比較すること

で，維持管理にモニタリングシステム導入することの意

義を経済性の観点から明らかにすることが可能である． 

 

５．おわりに 

 

本研究では，モニタリングシステムのアセットマネジ

メントへの適用可能性について，データ回収の継続性と

効率性という観点で検討を行った．具体的には，モニタ

リングによる常時監視を実現させるために，路車間無線

通信を用いた効率的なデータ回収手法の開発を行うとと

もに，都市高速道路においてモニタリング計測と連動し

た路車間無線通信試験を実施することで，走行車両によ

り取得可能なデータ容量を明らかにするとともに，頻度

分布のような分析結果であれば80km/hの高速走行中で

あっても十分に回収可能であることを明らかにした． 

今後は，実用化に向け継続的に検討していくとともに，

継続的モニタリングシステムとして，段階的にパッケー

ジ化していくことが必要である．また，照明柱など量的

に多数存在する道路付帯施設を対象として空間的なデー

タ回収の効率性と異常検出アルゴリズムに関する検討を

行うことも重要である． 
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